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１．アントレプレナーシップ事業の概要

　広告事業のお話の前に、アントレプレナー

シップ事業全体の説明を簡単にさせていただき

ます。

　「アントレプレナーシップ」という言葉は、

フランス語から始まった英語といわれています

けれども、要は企業内起業家、庁内ベンチャー

制度のことです。もちろん、職員提案制度をお

持ちの自治体は多いと思いますが、横浜市のア

ントレプレナーシップ事業の目玉は、プレゼン

テーションをして認められれば金と人がつく、

提案者がその部署に行ってやってよいというこ

とで、実際、私も飯田もその部署に異動して、

その仕事に従事しているわけです。

　目的は、職員の新たな発想や意欲により、必

要性の高い「市民のための事業」を推進するこ

とです。さらに、組織の活性化や職員の意識改

革にもつながるだろうということもあります。

　事業の流れですが、まずテーマの応募があり

ます。この段階では、１人の思いつきでもかま

いませんし、数人のグループでもかまわないの

ですが、まずテーマが幾つか設定されます。次

にそのテーマに対して庁内公募をし、チームメ

イトを探すという形になっていて、必ずグルー

プで検討します。テーマの応募が４月ごろ、

チームメイト募集は５～６月にあって、実質的

には７月ごろに検討グループが立ち上がります。

全員、兼務辞令をもらい、週に１回、１日を、

本来の職場を離れてこの検討に当てていいとい

うことになっています。逆に言うと、本来の所

属にはそれなりに負担がかかるわけですが、そ

こを理解していただいてやっています。

　もちろん事務職だけではなく、技術職や技能

職も参加することができます。ちなみに、課長

以上は参加できず、係長職までの職員が自発的

に応募する制度になっています。

　当然、人や金を動かさなければいけないので、

市長や副市長だけではなく、人事、財政担当課

長などから成る選考委員会を経て事業化が決ま

ります。その年のテーマのうち幾つ事業化する

かは、中身で決まります。秋に途中報告を１回

行い、そこで市長などから質問や今後詰めるべ

き課題などを頂いて、そのあと人員要求や予算

要求書も作りまして、12月ごろに最終プレゼン

テーションに臨むという形になります。

　事業化は大体12月に内定し、年が明けて正式

に決定する形です。事業化決定時に配属人員数

も決まりますので、検討チームのうちの何人か

が手を挙げて実際に配属されるという仕組みに

なっています。

「横浜市におけるアントレプレナーシップ制度の

　　　　　　　　　　　　　　　　創設と運用について」

「民間とのタイアップによる広告料収入の拡大について」
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　私が所属しているのは15年度の五つの検討

チームのうちの一つです。五つのうち三つが事

業化され、二つが落選しました。14年度から今

年度までで、事業化されたものは14テーマあり

ます。

　迎え入れる部署からすると、青天のへきれき

というところがあり、本来考えてもいなかった

事業が降ってくるわけで抵抗感があります。

我々も今、一応、財政局に配属されていますが、

どこに配属されるかですごくもめました。私自

身は財政局は嫌だったのです。なぜかというと、

広告事業は一応、営業ですから、企業にお願い

に上がらなければいけません。そのときに財政

局と名刺に入っていますと、金を取りにきたの

かと思われそうで、感じが悪いのではないかと

いう気がしたのです。しかし、結論から言うと、

財政局は管理部門なので、そこから「新しい方

針を出します」「こういう通知でこんなやり方

をします」「私どもがお手伝いをします」「財

源を多く張り付けます」ということを言えたも

のですから、庁内では比較的受け入れられやす

かったと思います。

　新事業を迎え入れる部署には、正直言って抵

抗感があるのですが、提案した者たちはやる気

満々です。そして、すぐにでも事業をやらせて

もらえて、理想の成果に突っ走れると思ってい

るものですから、配属になった途端に現実が振

りかかってきて、思ったとおりにならなかった

り、いろいろ大変な思いをすることになります。

しかし、意欲だけは120％なので、庁内外への

働きかけなど、こんなに働くかというぐらい、

どのチームもよく働いています。給料などの問

題ではなくて、やりたいことをやっているのだ

という充実感が私達を動かしています。そのう

ちに周りの人たちにも、「自分の局の仕事に

なった以上は成功させなければならない」と思

うようになっていきます。正直言って、少々う

まくいっていない事業もありますが、おおむね

本人たちの意欲でリカバーしており、「意欲」

とは、すごいパワーがあるものだと思います。

実際に人と金が動かせて、やる気のある人がそ

こに張り付けられるという点では、非常にいい

のではないかと思います。

　今後の課題としては、例えば私は今年２年め、

飯田が３年めになりますが、未来永劫、私ども

が事業に携わっていくわけではありません。理

念やいきさつなどは、最初のメンバーはいわば

創業者なので分かっているからいいのですが、

ベンチャー企業で次の社長に手渡したものの、

結局、初代社長が戻ってきたりしている会社も

あり、そのような事態を呈するのではないかと

いう心配があります。今現在うまくいっている

とするならばなおさらです。どうやって今の理

念を組織的に受け継いでいくのか、あるいは事

業をどう収束させるのかというのが、今後の課

題だと思っています。今、どのチームも２～４

年めなので、行け行けの状態ですが、そのうち

収束のさせかたが課題となって出てくるだろう

と考えています。

２．広告事業とは？

　そもそも、広告事業とは何でしょうか。これ

は、横浜市が持っている有形・無形の資産を広

告媒体として有効に活用する、あるいはタイ

アップで企業と一緒にイベント等をやることに

よって実質的に税金を浮かせるという意味で、

新たな財源の確保をする事業であると、私たち

が勝手に定義づけました。資産の有効活用とい
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う認識です。

　これを推進するための専任部署が欲しいとい

うのが、私たちのプレゼンテーションのテーマ

でした。こういうことを進めていくには、窓口

の一元化が必要です。内外の窓口、庁内の取り

まとめ、外から来るかたがたに対するサービス

の窓口の取りまとめ、これが必要であるという

ことを提案しました。

　実は、もともと広報誌に広告をつけていまし

たが、全然広がりませんでした。財政局も予算

編成方針を出すときに、新たな財源の確保とい

うことを口をすっぱくして何年間も言ってきま

したが、進まないのです。なぜなら、非常に手

間ひまがかかるのと、そんなことをしてもいい

のかということについて道義的な説明をだれも

してくれないからです。また、対外的には、民

間の人に言わせれば、どこに行けばいいのか分

からないし、何かいい提案をしたいと思っても、

役所の中をたらい回しにされて終わってしまう。

民間のかたはテンポが速いですから、判断の遅

い役所を相手にしている暇はないのです。それ

ではもったいないので、一つのセクションで両

方受け止めてやったらどうかということが提案

内容でした。

　なぜ広告事業を行うのかというと、もちろん

財源確保のためです。また、市民の資産をもっ

と有効に活用しようということもあります。行

政財産や広報誌に企業広告をつけていいのかと

いう議論はあると思います。ただ、例えば行政

財産は、景観上の問題はさておき、空間があり、

来場する大勢の人に見てもらえるという価値を

持っているわけです。このホールにしても、研

修をするためのセンターであるという本来目的

はありますが、それ以外に、公務員がこれだけ

常時お越しになります。そうすると、府内の公

務員に対して何かピーアールしたいという企業

があった場合に、ここはおいしい広告媒体ス

ペースになります。そういうふうに施設を活用

してもいいのではないか、それで税金を浮かす、

あるいは空いている空間を無駄に置いておかな

いという活用のしかたは、市民の税金を使って

建てた建物の運用・維持管理を任されている私

たちの一つの義務なのではないかと考えたわけ

です。

　もちろん、地元企業にとって、市民の目に触

れやすいところにリーズナブルな広告媒体があ

るということも役に立つだろうと思っています。

私どもは政令市なので、18の区役所を持ってお

りますが、その区庁舎のように市民のかたがよ

く来られるところにおいては、地域密着型でい

い、比較的リーズナブルな値段で、地域のパン

屋さんやお花屋さんが広告を出せるスペースが

提供できればよいということです。

　けれども横浜市全体で、例えば、みなとみら

い21地区にはオフィスビルもありますし、観光

資源でもあります。こういうところについては、

ナショナル・クライアントを持ってくる、要は

東京からお金を持ってきたいのです。横浜は人

口がもうすぐ360万人になる大きな都市ではあ

りますが、意外と地力がありません。なぜなら、

隣に東京があるからで、そこに本社があれば別

に横浜にお金を落とす必要がないのです。この

金を何とか引っ張ってきたいわけです。横浜市

全体で対全国で売れるものはナショナル・クラ

イアント向け、地元については逆に値段ではな

く地域密着志向、この二面性を持ってやってい

きたいと考えています。
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３．広告事業推進担当の業務

　広告事業推進担当は、係長１人、職員２人の

計３人の専属セクションになっています。横浜

市役所は大きいので、広告媒体となりうる資産

は、管財課などが一括管理しているわけではな

く、各所管ごとに管理をしています。ですから、

まず所管の理解がなくてはなりません。「これ

を売ってみよう」という動きが各所管からでて

こなくては全然始まらないので、まず、各所管

とやり取りします。そして、私ども広告事業推

進担当のほうで問題がないかどうか、条例の解

釈をしたり、営業や相談・アドバイスをしたり

します。なおかつ、稼いだお金は、財源だから

といって財政局が取らずに、所管にお返しして

います。市会での説明やクレーム対応など面倒

な部分は財政局が行い、収入は各所管のものと

します。また、いくら財政局ががんばっても、

実際には窓口で直接市民に接する職員のところ

にクレームがダイレクトに行ってしまいます。

けれども、そこで「財政局に聞いてくれ」と

言った途端に、クレームがたらい回しになって、

かえって状況が悪化しますので、「このように

お答えください」ということも関係する職員に

周知しています。

　対外的には、「とにかく、横浜に、良い企画

を持ってきてください。いいとこ取りで行政一

人勝ちのようなことはしませんから、ご相談く

ださい」と宣伝し、広告掲出に必要な許認可の

手続きもなるべくまとめて受けるようにしてい

ます。

４．広告の具体例

　具体例として、まず、ちょっと変わったもの

だったということもあって、一気に広告事業を

有名にしてくれたタイヤホイールカバー広告が

あります。これは車が走ってもホイールは回ら

ないという特許商品で、横浜市内では屋外広告

物条例上ＯＫなのですが、東京都ではだめとい

うことになっていまして、今そのやり取りがテ

レビ番組でおもしろおかしく取り上げられ、多

分12月４日の「噂の東京マガジン」というＴＢＳ

の昼時の番組でも出てくると思います。しかし、

現在お客様がついていません。ひとえに営業行

為が足りないためです。それで、今年度は走っ

ている車はないのですが、昨年度は300万円余

り頂きました。

　それから、横浜市の職員の給与明細は、紙が

配られるだけの原始的なものなのですが、その

裏側に銀行の広告を入れています。

　あるいは、税金の封筒です。例えば私どもは

固定資産税の通知を110万通出します。最初は、

税金の通知の封筒への広告は、クライアントも

嫌なのではないのかと、広告代理店が引き受け

てくれませんでした。それで困って、神奈川県

民共済生活協同組合にお願いして買っていただ

いたのですが、ちょっと安すぎて、損をしたと

思っています。50万円ぐらいで売ってしまった

のですが、１通１円～２円、110万通で110万～

200万くらいでよかったと思っています。とこ

ろが、ちょうど個人情報保護法が施行されて、

各種名簿が入手しにくくなった時期とぴったり

合ったせいもあるかも知れないのですが、これ

が一度出ましたら、来年度はぜひやらせてくだ

さいという企業からの話が殺到していまして、

どうやったらお得な商売になるか、今考えてい

るところです。ちなみに水道料金通知封筒など

でもやっています。

　税金関係の封筒については、固定資産税につ
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いては土地取引関係のかたはお断りする、軽自

動車税の封筒については自動車やカー用品

ショップ、損害保険会社などもご遠慮願うなど、

税の部署が独自に決めた基準があります。なぜ

かというと、「こんなに固定資産を払う人なら

マンションを薦めてもいいだろう」というよう

に、中を見てから封筒に詰めていくということ

は物理的にはありえないのですが、市民からそ

う思われたくないという所管の意思があるから

です。ですから、各部署も、ただ単に広告事業

推進担当に丸投げするだけではなくて、それぞ

れで考えていかなければならない部分がありま

すし、こちらも入れ知恵をする気はありません。

現場の協力がなくてはできないからです。

　広報印刷物への広告掲載は、取り組まれてい

るところが多々あると思います。変わったやり

方としては、広報印刷物の共同発行による経費

削減があります。

　「暮らしのガイド」という、こんなことが

あったらこの窓口に問い合わせしてくださいと

いう電話帳のようなものがありますが、およそ

2,400万円かけて25万部作っていました。これ

をサンケイリビングというフリーペーパーと一

緒に発行することにしました。フリーペーパー

の紙面を横浜市が買い取るという契約なのです

が、支出は600万円だけで1,800万円は出さなく

て済みました。冊子の後半にはサンケイリビン

グの、まちのおいしいお店や広告などが載って

いて、前半分が横浜市の「暮らしのガイド」と

いう形になっています。部数も多いですし、サ

ンケイリビングさんにとってもメリットがあり

ますから、いいパターンかと思います。

　また、ホームページのバナー広告は、広告画

像をただ単に貼り付けているだけで、ワンク

リックで幾らというような高尚なことはやって

いないのですが、それにしてもよく儲かって、

17年度はすでに2,000万円になろうとしていま

す。ホームページの所管も１部署ではなく、各

所属ごとに管理をしていますので、道路局、福

祉局などの単位で募集をかけています。値段も

千差万別で、区役所は１枠3,000円ぐらい、横

浜市トップページは７万円とばらついています

が、全部直（じか）売りです。というのは、あ

まりにも金額が小さいので広告代理店にとって

は利幅がとれないからです。ただ、それほど手

間はかけていません。また、はんこを押して書

類のやり取りをするという、役所としては絶対

避けて通れない部分がありますが、それは契約

が成立した最後の書類の１回だけにして、あと

は全部ネット上でやり取りをします。法律的に

は、どの時点で契約の申し込みが成立したかと

いうことなど、一応クリアできていると思って

います。このように利便性を高めたことも、売

れ行きが好調な理由かと思います。

５．タイアップ事例

　歳入については、役人というか地方公共団体

は、実際としては非常に積算しにくいと思いま

す。我々の広告料収入は、条例で決めた手数料

などではなく、目的外使用料以外は一般的な私

法上の契約による雑入として頂いています。広

告料は雑入として当初予算計上をしないと支出

に充てられないので生きてきません。しかし、

タイアップ形式の実行段階で、当初予算のとき

に広告料が幾らと見込むのはけっこう大変です。

また、それに合わせて支出を組んでしまうと、

広告料が入らなければ歳入欠損になってしまい

ますので、皆さんあまり当初予算時から冒険は
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したがりません。

　１年以上前になってしまいましたが、去年の

首都圏８都県市が合同で行う防災訓練をタイ

アップという形でやりました。小泉首相などが

ヘリコプターで飛んできたりする大規模な訓練

ですが、それだけに長い時間かかってしまうの

で、どうやってもお昼時にかかってしまいます。

ところが、港の突端の埋立地でやるものですか

ら、コンビニどころか自販機もありません。市

民3,000人、関係者3,000人、全部合わせて6,000

人が参加し、市民のかたには炊き出し訓練があ

るのですが、3,000人の行政関係者の食料はど

うするのか、食糧費もないということで、㈱

ローソンに相談したところ、おにぎりを１人あ

たり２個で計１万2,000個、それとお茶のペッ

トボトルを、ごみが出ないようにわざわざ専用

の巾着袋も作って詰めてくれました。ほかに、

アサヒ飲料㈱が水を提供してくれています。パ

ンフレットには、広告も掲載されました。とに

かく食料は㈱ローソンから無料で頂いたので、

スポンサーメリットとして訓練に参加してもら

うことにして、食料配布訓練車として㈱ローソ

ンのトラックが参加しました。これは横浜市内

においては全部テレビ中継されましたし、一般

のテレビニュースや新聞にも出ました。最後に

訓練の報告書を作りますが、それにももちろん、

「斬新な取り組み」ということで１ページ設け

て、全部ローソンについて記述するということ

で、お互いにメリットがあったのではないかと

思います。

　ちなみに、そのときに首相はこの取り組みを

気に入って、国でも取り組むようにということ

で、17年度の各省庁の広報印刷物でも広告の取

り組みを始めました。財務省が掲載基準を作っ

ていますが横浜市と国で違うのは、私どもでは

消費者金融とたばこは規制業種ですが、国では

ＯＫというところです。国では金融庁と相談し

て消費者金融はいいだろうということになり、

たばこ税のためにたばこは売れてくれたほうが

いいからということらしいと聞いています。こ

のように、国のほうにも少し影響を与えたかと

思っています。

　今年の新しいタイアップ事例としては、来年

の春に公開されるディズニーのファンタジー映

画「ナルニア国物語」と教育委員会とのタイ

アップがあります。児童・生徒に対して「ナル

ニア国物語」読書感想文コンクールを実施しま

した。主催は映画配給会社で、横浜市教育委員

会は後援です。実質的にはけっこうお手伝いを

しました。広告料収入は、現金収入として490

万円、そして７巻１セットの原作図書を、盲・

ろう・養護学校を含めた小中学校全520校分

（約280万円分）頂きました。それから、映画

のチラシをそのまま刷り込んだクリアファイル

を９万枚もらい、それを私どもの入学時説明会

などで書類入れや封筒の代わりに配布するとい

う形で、宣伝してあげるわけです。その是非論

はあると思いますが、もちろん教育委員会の先

生がたと相談して決めたことで、ここまでなら

子供たちに対してもいいだろうという範囲内で、

教育委員会の英断があって実施しました。

　私どもは、そのお金を「心の教育ふれあいコ

ンサート」という、小学校の４年生を対象に情

操教育の一環として行われる授業の経費に充て

ました。プロの神奈川フィルハーモニー管弦楽

団に、みなとみらいホールというクラシック専

用ホールで演奏していただくのですが、１学年

約３万４千人いるので、18回コンサートを開か
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なければいけません。どんなに経費を節減して

も2,000万円かかってしまうのですが、予算が

どうしても1,500万円しかありません。500万円

稼いでこなければこのコンサートができないと

いうわけで、その担当の課が自分の課で所管し

ている入学時説明会や市立学校総合文化祭など

のチラシに「ナルニア国物語」の宣伝を刷り込

み、広告料収入を頂くことで、コンサートの費

用に充てることにしたわけです。このような部

署内での連携、違う事業どうしの組み合わせで、

教育委員会全体として利益を得たという形です。

　この映画のロードショーは平成18年３月です。

横浜市内の興行成績がよくないと困るのですが、

仮によければ、この映画はこれが第１作めで計

７作続きますから、７年間この広告料を頂ける

かもしれません。そうなれば我々はとてもあり

がたいと思っていまして、来年の映画の興行成

績がいいことを願っているところです。

６．その他の広告

　そのほか、公共施設の活用ということでは、

みなとみらい21地区広告フラッグがあります。

みなとみらい21地区はまちの景観に非常に気を

配っている地域なので一般的に広告は禁止され

ていますが、バナーフラッグ（旗）を掲げるた

めのバーはまちじゅうについているのです。し

かし行政には、ここに掲げる「ようこそ横浜」

というような旗を作るだけのお金がないので、

いつも空いています。そこで、まちも賑わった

ほうがいいし、企業名が一部ついていてもいい

ではないかということで、今は広告フラッグを

解禁しています。もちろん企業名をダイレクト

に出しすぎないとか、「ようこそ横浜」という

ような文言を必ず入れてくれという条件はつけ

ていますが、いずれにしても少しは市場開放に

なったかと思っています。

　また、市庁舎の玄関マットにも広告を入れて

います。地元の不動産会社の名前がいちばん上

に入っていまして、自動扉を２枚挟んで、風除

室も入れて３枚敷いてあり、年間収入は90万円

ぐらいになっています。本庁舎もそうなのです

が、区役所もだいぶ始めましたので、けっこう

広がりを見せていて話題にもなりました。これ

は㈱ダスキンの企画で、やりたいというので

やってもらっているのですが、マットに国の重

要文化財である開港記念会館の絵が入っていた

ことから、文化財を踏んでいいのかというよう

な議論を呼び起こしたりもしました。しかし、

率直に言えば、今までのマットより性能がよく

なり、マットを買わなくてよくなり、ビジュア

ルがきれいになり、ほこりが立たなくなったと

いうわけで、一石四鳥になっています。

　そのほか、道路施設扱いの地下道（愛称「野

毛ちかみち」）があります。道路施設への広告

は原則不可なのですが、この地下道が車が通ら

ない歩行者専用の地下通路なのでいいだろうと

いうことで、道路局が率先して計画を進めて、

壁面広告が実現しました。

　あるいは、市の研修センターです。外壁を

使っていいとまでは言っていないのですが、ポ

スターを貼ったり、いろいろなチラシや宣伝を

ロビーに置いてもいいという形で、１区画１ヶ

月１万円でお売りしていますが、コンスタント

に十何社か入ってきて、年間100万円ぐらいに

なっています。うちの職員のための研修は１回

で20万円ぐらいかかりますが、これによって５

講座を賄えていることになります。

　また、これは大掛かりな話ですが、バス停を
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全部、民間に作ってもらって、20年間メンテナ

ンスもやってもらい、こちらからは実費は出さ

ずに、代わりにいろいろな許認可を差し上げる

というやり方があります。事業者は経費を広告

掲出で賄います。税金は免除しないので、固定

資産税も頂戴しています。このようなストリー

ト・ファニチャーの整備手法は、よくヨーロッ

パでは見かけます。日本では、岡山市が英断し

たのが突破口のきっかけでした。それによって

国交省が通達を変えたので、岡山市が最初で、

横浜市は大規模にやったので目立っているとい

うことです。今、多分、名古屋市や神戸市が次

に続いてやっておられると思います。

７．導入に当たって

　導入に当たって、まず広報印刷物の広告掲載

は、行政実例上も法的な問題はないとされてい

ます。公共施設もよいことにはなっていますが、

行政財産の貸付は、地方自治法では許されてい

ません。したがって、多少自由度が低いです。

お客様に貸したあとで、行政目的が発生したと

きには、それが本来目的なので「どいてほし

い」と言えなくてはいけないのですが、広告料

をいただいているのに、お客様にどけと言える

のかという問題もあって、契約及び運用のしか

たに注意が必要です。

　しかし、いちばんの難題は、庁内の「こんな

ことが起きたらどうしよう」「こんなことを市

民に言われたらどうしよう」という、職員たち

自身の心配感のようなものです。それでも、横

浜市ではこういう努力をしている、頭を下げて

お金を稼ぐ苦労を知ることによって、今までど

ちらかというと上から下に見がちだった公務員

の態度が改まる、あるいは事業を少ないお金で

何とかやりくりしようという工夫をするように

なる、財政に行ってお金をもらって来い、予算

を取ってきてなんぼというような発想が変わる、

自分で稼がなければこれからはだめなのだとい

うような意識改革につながっていると思います。

　「何か起きてしまったらどうしよう」ではな

くて、実際に予期せぬ事態が起きることもあり

ますが、市民には「こういう形でやっているの

です」「問題があったら乗り越えていきます」

とすべて正直に言っています。例えば、もし、

あまりにも多くの市民から「税金の封筒に広告

なんか載せるのはだめだ」と言う声が殺到した

ら、やめようと思っていますが、今のところは

ありません。もちろん、ふざけているという意

見も来ましたし、怒鳴り込まれたりもしました

が、ご説明をしたところ、「そこまで言うの

だったら、もっと高い金を取らないとだめだ。

安易な商売するな。ちゃんとした値段で売れ」

などと言われて、「ありがとうございます」と

返したこともあります。市民の理解もおおむね

そのような形です。

　ただ、これは自治体によってけっこう差があ

るように聞いています。同じ神奈川県内であっ

ても、藤沢市では住民の抵抗感が強く、なかな

かうまくいかないようにも聞いています。横浜

は、たまたまこれでうまくいっている、あるい

は実はまだそれほど市民が知らなくて、「この

ぐらいならいいんじゃない？」というようなレ

ベルなのかも知れません。

　導入に当たっての注意点ですが、上司が飛び

ついてしまって、担当者を決めて「はい、やっ

てごらん」と始まりがちなのですが、広告事業

は、上から下までけっこう覚悟が要ります。ク

レームなどが来たときに、担当者だけが孤立し
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たり、その部署だけが四苦八苦したりしたら、

絶対に追従者が出ません。横浜市財政局の場合

は、局長が「どっちみち変わったことをやろう

としているのだから、今までの行政の発想を変

えなければできない。だから、少しぐらい冒険

しよう」と言ってくれました。

　先ほど申し上げましたが、何をやっても文句

を言う市民の方はいるわけで、広告のことに対

して「そうでなくてもサービスが悪いのに、何

だこれは！」とこられたときに、上司が守って

あげないと、窓口の職員がかわいそうです。

我々としても、「財政局の方針です」だけでは

やはりだれもついてきてくれませんので、もち

ろん時間があれば説明にも上がりますし、直接

こちらにクレームを振ってもらってもいいので

すが、対応マニュアルは作っています。

　例えば、税金の封筒の場合は、税金の担当の

本庁の部署が作りました。各区役所で、課長か

ら、あるいは係長から、「（市民のクレームに

は）このように答えてください」と、横浜市の

財源確保の姿勢、なぜ税金の封筒に広告をつけ

るのか、ちゃんと掲載基準を作って市民に迷惑

がかからないように工夫していますということ

などを窓口職場に周知しています。今のところ、

本来業務に差しつかえるほどのクレームの報告

は上がってきていませんので、それはありがた

いと思います。

　市民の理解については、正直言って、やって

みないと分かりません。私たちは遊び半分で

やっているのではありませんから、真摯な説明

は何度もする必要があると思っています。

８．クライアント（企業）との関係

　行政の一人勝ちはだめです。広告代理店にお

客様を探してきてくださいと言っておいて、連

れてきたお客様を「気に入らない」、それは

言ってはいけない、言うなら先に言えというこ

とです。広告主としてふさわしくない業種など

がある場合は、先に言わなくてはなりません。

私たちが発注する業者を入札して選ぶとのとは

違うのです。選ばれているのは、実は私たちな

のです。テレビのスポットＣＭや、まちなかの

看板、ビルの壁など、種々雑多なさまざまな広

告媒体があります。駅の広告板などは最高です。

それに対抗しようということなので、選ばれる

のはこちらなのです。駅に貼ってあるポスター

をやめて、役所の壁に広告を出そうと思っても

らわなければいけないわけで、頭を下げるのは

こちらなのです。そこを勘違いしている職員が

多く、「ああ、持ってきて」という態度です。

「版下できましたか。取りに上がります」ぐら

いの姿勢がなければだめなのです。ここがいま

一つ難しいところです。

　庁内ＬＡＮのネットワークを使って私たちの

体験談を毎週連載しています。もちろんいろい

ろな部署の成功事例も書きますが、お客様がつ

かなかったことやクレームが来たことなど、む

しろ失敗談のほうがためになります。「この局

はこうやってクリアしました」「この部署はこ

んなことをやりました」ということを書くと、

「じゃあうちもやってみるか」「これならいけ

そう」と広がっていくのです。毎週連載という

のもけっこうつらいのですが、広告担当３人で

頑張ってやっています。お客様に失礼なことを

言うのをやめてくれという泣きつく文章を書い

たこともありますし、上司がしっかり理解して
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くれと書いたこともあります。ブログのような

感じです。一応、私どもの上司の決裁も受けて

いるのですが、ほとんどノーチェックで体験談

を書かせてもらっています。

　㈱ぎょうせいという出版社が『地方財務』と

いう雑誌を月刊で出していますが、17年10月号

から横浜市の広告事業についての連載を始めま

した。例えば広告掲載基準はどう決めているか、

インターネットで出すときにどのような活用を

したらいいかなどということを今書いています。

これからネーミングライツのことや、先ほどお

話ししたバス停の仕組み、あるいは、公務員特

有の心理状態が非常によく分かって面白いとい

うことなどをまとめて、何か今後の組織運営の

参考にならないかと思ったりもしています。

　話を元に戻しますと、民間と接する場合には

両方がWin－Winでないとだめです。行政だけ

がお金を頂いてハッピーではいけなくて、企業

のほうも満足できるような形にしてあげなけれ

ばいけません。よくなぜ特定の企業だけを宣伝

していいのかという話になりますが、広告主に

なる機会はどの企業にも均等にあるのです。私

どもはどの企業とも組みますし、ご提案があれ

ば受け付けます。機会は公平ですが、広告主が

決まったら、そこを優先してあげなくてはいけ

ません。横浜市はローソンとだけしか組まなく

てファミリーマートのものは買いませんという

ようなことはありませんし、防災訓練でのタイ

アップは１年前に終わった話ですから、今後は

ファミリーマートやセブン- イレブンと組むこ

ともあると思います。そういうきちんとしたビ

ジネスパートナーの関係を築きたいと我々は

思っているので、おつきあい協賛やお願い協賛

をやめる方向で庁内を調整しています。

　ビジネスであれば、企業は費用対効果を必ず

求めてきますが、実は我々は、例えばここの壁

が年間に何人の人に見られていて、その年齢層

はどうかなどについて説明できません。あるチ

ラシの広告枠がなぜ売れないかというと、その

チラシをだれも読まないと思われているからで

す。すると、そのチラシは何のために作ってい

るのか、どのような市民が来ているのか分から

ない施設を所管している私たちは何なのかとい

う根源的な問題にぶつかります。施設の利用状

況について分析ができていないということです。

どういう人が使っているのか分からない、チラ

シは作ったけれども情報を知ってもらいたい人

に到達したかどうか確認ができていない、それ

が広告がつかないということとつながっている

わけです。つまり、「この媒体はこういう性格

のもので、このように利用するとお得ですから

買ってください」というセールスシートが作れ

ない。本来業務の振り返りにつながるわけで、

意外と恐いものです。

　あとは、公平性、公共性です。例えばなぜ

ローソンなのか、なぜディズニー映画ならＯＫ

で、他はだめなのかというあたりは、今のとこ

ろは何となく説明できていますが、取り組みが

広がってきたときに必ず突かれるところです。

そこで、横浜市としての方針を出してしまおう

ということで、マッチング・システムというも

のを考えました。要は広告主にいつでも誰でも

応募できます、横浜市はアイデアをいつも求め

ていますということを前提として、公募を原則

として選定ルール（先着順か抽選など）を事前

に定め、機会の公平、透明性を担保しようとい

うことです。結果は市民に対して、報告すれば

いいわけです。「横浜市のために良い企画やア
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イデアをくれた企業を優先する」というのがポ

イントで、広告事業は工事の発注ではないもの

ですから、横浜市のために企画やアイデアをく

れたところと組んでしまおうと考えました。例

えば、ローソンが何か提案してくれたとして、

とてもいいことなので採用したいと思っても、

行政は「セブン- イレブンにも聞かなくてはい

けないかな」となるのです。でも、そうすると、

考え出したローソンはアイデアをただ取りされ

て、「横浜市はこんなものに興味を示すのか。

では、これにもっとお金を出すと言えば絶対に

こちらに来る」とセブン- イレブンのほうが好

条件を提示するということになってしまい、

ローソンの努力は何だったのかということにな

ります。横浜市側は今は空っぽというか、公務

員はなかなかアイデアを思いつきません。それ

に対して、「こんなことをしませんか」と言っ

てきた企業がいれば、それは単にお金が入ると

いうだけではなく、市民の役に立つことにもな

ります。

　中田横浜市長は、「公的サービスは世の中に

必要なのだけれども、それを提供するのは必ず

しも行政でなくてもいい」というのが口ぐせで

す。企業の提案に「いい発想だね。」と、思っ

たら「横浜市と組んでよね」というのが世の中

では普通ですが、今までそれは役所では公平性

の観点から多分できなかったと思います。広告

事業は少なくとも歳入を確保するもので、税金

を投下する事業ではないので、相手をとにかく

決めて、お互いにリスクの負い方、Win-Winに

なるための条件交渉にこそ力を注いでいこうと

しています。そして、そうすることで企業の社

会貢献活動なども行政運営に取り入れることが

できるのではないかと思っています。

　先ほどセールスシートが作れないといいまし

たが、それはマーケティングの視点がないとい

うことです。私は経営学部などの出身ではない

ので受け売りですが、「マーケティングの４

Ｐ」という言葉があるそうです。行政も普段の

業務の中で考えておくと、セールスシートが作

れるはずです。

９．市民の反響

　まず印刷物については、これだけ大々的に

150万世帯に配る印刷物に広告をつけている割

には、電話や市長への手紙というようなものが

これまでトータル１～２件というレベルですか

ら、少ないほうでしょうか。あるいは、逆にま

だインパクトがないのかとも思います。

　ホームページバナー広告については、「広告

が世の中に氾濫していて、インターネットの

ページを開いたら、あろうことか図書館のサイ

トにも載っていた、やめてほしい」というメー

ルが来ました。しかし図書館の反論がりっぱで、

「ここに広告枠が何コマあって、これを全部１

年間通してやると幾らの収入になります。それ

によって蔵書が3,000冊買えるのです。蔵書の

増を私どもは取りました。広告についてはいろ

いろご意見や受け止め方があると思いますけれ

ども、ご理解ください」と返信したところ、反

論はありませんでした。納得されたかどうかは

別ですが、そこまで言い切った図書館は偉いと

私は思いました。

　屋外広告に関しては、やはり一度つけてしま

うとなかなか取り外せませんし、公共の場では、

やはり目立ちます。しかし行政だからといって

例外扱いしてもらっているわけではなく、言わ

ば一業者です。ですから、各種申請もしますし、
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手数料免除もありません。ご指導を受けたりも

します。そういう形でやっていかないと、許認

可を受け持つ部署が、民間企業を指導できなく

なってしまうのです。身内には甘いではないか

ということになっては行政としてやりづらいわ

けですから、そういう意味では、私たちも一介

の広告事業者、広告媒体提供の業者だという扱

いです。

　市民アンケートを取りましたところ、経費の

節約や、役人も財源確保に汗をかくということ

については、おおむね理解が得られています。

広告の内容などについては気を配ってほしいけ

れども、否定はしないという反応を頂戴してい

ます。

10．今後の課題

　今後の課題は、現段階では先ほど言ったよう

な公平性・透明性を保つといったことですが、

それ以外に、ノウハウをどう形にするかもあり

ます。法律解釈論や、契約のしかたなども現在

進行形で積み上げてやっています。公開できる

ことは全部インターネットで公開してあります

のでご覧ください。別に難しいことをやってい

るわけではないのですが、全部オリジナルの企

画なのです。知的財産というと大げさですが、

これを形にして守りたい。民間だったら、契約

書式は買うものなのですが、自治体は必ず横に

みんな流して、同じものを作ります。でも広告

事業はオリジナリティが命です。ただ真似され

るのは困ります。一緒に問題を乗り越えようと

いう自治体とは横浜は手を組んでいきたい。今

日も午前中、大阪府に寄ってきましたが、大阪

府も別の意味でいろいろ広告事業をやっておら

れて、一緒に研究などをしているので、そうい

う場合は手の内を明かします。しかし、市長か

らは、都市間競争の時代に手の内を安易に明か

すなと言われています。「ください」と言われ

たからといって、ファックスで契約書を送った

りはしていません。ただ、「自分たちの自治体

をここまで考えました」「ここから先どうで

しょう」「こんなふうにやりませんか」と言わ

れれば、もちろん一緒に研究していきたいと考

えています。

　長くなりましたが、以上でアントレプレナー

シップ事業の概要説明と広告料収入事業につい

ての事例報告を終わります。ご清聴ありがとう

ございました。

（注）平成18年４月から、財政局は行政運営調整

局に、福祉局は健康福祉局になりました。
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１．市民協働推進事業本部

　横浜市市民協働推進事業本部という、長い名

称の聞き慣れない部署で仕事をしております飯

田と申します。まず、市民協働というのは旬な

のでしょうか、全国的に協働への取り組みが進

んでいるように思います。

　実は市民協働推進事業本部は、平成16年に市

長直轄の２年間限定の職場としてできて、その

間に協働の推進・定着という使命が与えられて

いる中で日々働いています。一つの本部、21名

で、ラインが二つあります。一つは、テーマ系

と呼ばれるＮＰＯや市民活動を支援していく課、

もう一つは地域活動といいまして、エリアで活

動している町内会・自治会支援や、その在り方

について検討していこうではないかという、二

つのラインで一つの事業本部となっています。

私はその前者に入って仕事をしています。

２．横浜ライセンス制度の事業概要

　この横浜ライセンス制度は、もともとは、横

浜市の発案なのですが、結果的には市民により

実施されることになった、市民が市民活動を認

め合うという、多分、全国で初めての取り組み

ではないかと思います。とにかく市民活動をし

やすくしたい、そのためにどうしたらいいかと

いうことがそもそもの始まりで、活動がさらに

充実し拡大することを目的にしています。事業

の実施は横浜市からの助成金によります。

　市民がお互いに市民活動を認め合おうと、市

民組織である横浜市民活動推奨協議会が立ち上

がり、本事業を実施することとなりました。こ

の協議会は任意の民間団体です。市民活動を推

奨して、お互いが切磋琢磨して自分の活動の質

を高めていかれるように、カードを発行・交付

していきます。決して行政からのお墨付きや、

水戸黄門の印籠的な役割のものではなく、市民

活動に優劣をつけるものではないというところ

が特徴です。

　実は、実施にあたっては「横浜ライセンス」

ではなく、愛称が決まりまして、「よこはま市

民活動エールカード」といいます。市民活動に

エールを送る、そのための一つの手段としてこ

ういうカードを使っていこうという趣旨が、イ

メージとしてわくようにということで決定した

愛称です。また、ご覧のようなロゴマークも公

募で決めていまして、なんと大阪府在住のかた

に応募していただいた作品が、最終的に選考に

残って決まったものです。何か縁があるのかな

と、今日、実は電車の中で思っていたのですが、

全体的な絵はアクティビティのαで、右側のた

「横浜ライセンス制度の創設と運用について」

横浜市市民協働推進事業本部協働推進課市民活動支援担当係長

飯田　常彦 氏
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んこぶのようになっているところは横浜のＹだ

そうです。口の左側にあるのがＣで、シチズン

（Citizen）あるいはシビック（Civic）という

ことで、全部の絵はそういったアクションを表

しているということです。これをイメージマー

ク、キャラクターとしてどんどん売り込んでい

きましょうということです。

　次に、カード交付までの流れですが、この

エールカードは、カードを導入したい団体等が

提案できる仕組みになっており、提案団体

（ＮＰＯ団体・市民活動団体・企業・自治体な

ど）が、例えば「私たちはこういう活動をして

います。このカードがあると非常に活動しやす

くなると思います」というときに、どのように活

動しやすくなるか、また、カードは最終的に個

人の写真付のカードになりますので、そのカー

ドを取得することによってどういうメリット、

効果などがあるかということも併せてご提案い

ただきます。そして公開プレゼンをして、市民

の皆さんに見ていただいて、この活動にこうい

うカードがあると、本当に活動しやすくなるか

どうかというところを判断していただきます。

　そして、推奨協議会の役員と外部の専門家や

市民活動を実際にしている市民などにより構成

される審査会で、エールカードの導入を審査・

決定します。そして、提案した団体が、提案を

した内容の手順に沿って、こういうカードを

取ってみませんかと、市民の皆様に募集をかけ

ます。市民の中には、もしかしたら「実は私、

あの活動をやってみたかったのよ。ところが

きっかけがなくて、知っている人もいなくて、

どうしたらよいかわからなかったのよ」という

人もいるかもしれません。こういう人がエール

カード取ってみよう。市民活動を始めてみよう

と応募します。これは市民活動が対象となって

いるものですから、そもそもが自発的・自主的

なもので、お願いして活動しているわけではあ

りません。ですから、提案団体は、その活動の

経験あるいは実績、または研修の実施などに

よって、エールカード取得に必要な条件を確認

します。そして、確認できたということを協議

会に伝えますと、協議会から応募いただいたＡ

さん、Ｂさん、Ｃさんに写真付でお名前の入っ

たカードが交付されます。また、有効期限を３

年間としており、取得したけれど市民活動を継

続していない方などは、更新できないように

なっています。また、取得に際しては市民活動

とは何なのかや、エールカードの特徴、注意事

項などについての基礎的な研修もおこないます。

　この横浜ライセンス市民活動推奨カード事業

がどういうものかということを理解していただ

きませんとお話がしづらいので、まず最初にこ

のようにご説明しておきたいと思います。

　横浜市民活動推奨協議会は、11名の市民の皆

様により発足し、横浜市からの助成により事業

を実施しています。

３．カードの意味とその効果

　このカードは、市民活動への意欲と活動する

うえで必要となる知識や技術を有することを客

観的に裏づけるものです。市民活動をしている

かたが、自分の活動がどのように役立っていた

り評価されているのか、それを客観的に見てい

ただくということは、実はあまりないのではな

いでしょうか。ですから、そういったところを

客観的に裏づけるカードなのです。

　では、そのカードを保持することによる効果

とメリットにはどういうものがあるかというと、
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やはり活動への信頼性と安心感が増すというこ

とです。例えば、こういった話があります。民

生委員・児童委員は、国から委嘱されている特

別公務員です。そういった人がある家庭に行っ

てピンポーンと押したときに、「民生委員の○

○です」と言えば、ドアを開けてくれます。け

れども、「ＮＰＯから来ました○○です」と

言っても、開けていただけないケースがあると

も聞きました。そういったときに、このカード

が周知されて定着していけば、取得することの

メリットや市民活動のしやすさにつながってく

るのではないかと思います。そして、そのこと

によって、「私も市民活動をやってみよう」と、

参加しやすくなります。　それと、そういった

活動がどんどん盛んになってくれば、新しい活

動も生まれるかもしれません。テーマ型といわ

れる市民活動、あるいはＮＰＯは、自分の得意

な分野へのベクトルはすごく大きいのですが、

全然違ったベクトルのところにはあまり興味を

示さないようです。それは当然のことだと思い

ます。そういったところも、このカードを活用

して、活動の分野が異なる人たちが同じブラン

ドのカードを取得することによって交流や連携

が深まっていく効果も出てくるのではないかと

期待しています。

４．対象となる市民活動の内容

　先日（９月22日）、先ほど申し上げた公開プ

レゼンテーションを行いました。私の団体はこ

ういった活動にこのカードを導入したいという

14団体から提案を頂いて、その結果、８種類の

活動に導入することが決まっています。事業自

体は16年度から実施されて、ずっと準備をして

きておりまして、17年度に初めてこういう形に

なっています。

　大阪ではどのくらい市民活動盛んなのか勉強

してこなかったのですが、横浜では、ＮＰＯ法

人の数で見てみますと10月末現在で691法人あ

ります。神奈川県で1236、全国で２万3186とい

うことで、全国の約３％の法人が横浜市にある

ことになり、パーセンテージだけ見ると低いよ

うですが、一般的には法人格を有さない市民活

動団体のほうが多いわけですから、はっきりし

た根拠はありませんが、横浜市の人口は357万

人のうち、10％くらいの市民は何らかの市民活

動をされているのではないかと思います。

　プレゼンテーションの結果選ばれた８種類の

活動は、環境分野、子供の健全育成、情報化社

会、保健・医療、福祉、まちづくりという分野

に分かれています。例えば、子供の健全育成と

いうのは非常に旬な活動だと思っているのです

が、例えばこの提案は学生さんによる子育て支

援活動です。今、子育て支援の分野については、

非常にいろいろな課題があります。親御さんが

目を離す機会、あるいは余暇の支援のようなと

ころで、ボランティアさんがお子さんを預かり、

その間に親御さんが自分の時間を作るというよ

うな活動で、高校生、大学生が実際に子供と触

れ合います。子供も若い人のほうが非常になつ

きが早いようです。それについて、「この人の

活動は本当に安心です。信頼できる活動です」

というところを、このカードを使ってやってい

きたいという提案でした。

　まちづくりについては、災害に強いジュニア

育成活動ですが、これは小学生が対象です。地

域で災害がおこったときのために、あらかじめ

どこに何があるかを小学生が子供の視点からか

いたマップを作ります。こうした活動をして成
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果を出した小学生（３年生以上）に対して、こ

のような写真付きのカードを出していただくと、

子供たちも非常にやる気が出てきますし、マッ

プづくりの調査なども非常にやりやすくなりま

す。また、大人も子供の言うことは聞くそうで

す。大人が「あそこに何かあって危ない」「あ

の橋は落ちそうだ」と言うよりも、子供が調べ

てきた結果は非常に純粋な気持ちで周りの大人

が聞いてくれて、それが「危ないからすぐに対

処してほしい」などと、逆に行政側に話が来る

というような広がりが期待できます。

　それぞれの活動については、資料の最後（42

ページ）にＵＲＬが載せてありますが、横浜市

役所ではなく、この協議会独自のホームページ

に提案の内容、活動内容が書いてありますので、

興味があればごらんいただければと思います。

　里山保全活動というのは、いろいろな公園の

中で竹を切る、あるいは雑草を刈るという活動

で、ボランティアの皆さんを通じてさまざまな

ところで行われています。これは本当にその人

の気持ちでやっていただいているので、場合に

よってはけがもあります。しかし、この活動が

なければ里山を維持管理することは行政の力だ

けでは非常に難しくなってきている現状のなか

で、そういう心意気のあるかたで、きちんと道

具が使えるなどという部分を確認して、この

カードを取得してもらうようにしようというこ

とです。

　それから、高齢者・障害者の移動サービス活

動に携わるボランティアさんは非常にたくさん

います。自分の車や高齢者施設・障害者施設の

車を使用して移動のお手伝いをするという活動

です。これも、ただ人を乗せて運ぶ、お手伝い

をするというのでは全くタクシーと同じになる

わけで、そのかたとのコミュニケーション能力

が必要です。このかたはどういうところが悪く

て気をつけなくてはいけないのかということを、

日常のコミュニケーションを通じてつかんでい

ただく、あるいは車いすのかた、人工透析され

ているかたなど、それぞれ症状の違うかたと目

的地まで一緒に移動するというところで活動を

されているかたには、そのような知識などがあ

るということを確認できたら非常にいいのでは

ないかということで提案されて、導入が決まっ

ています。

５．カード導入の基本条件

　細かいお話になりますが、このエールカード

を導入するためには必要な基本条件があります。

まず、もちろん公益的な活動、自発的な活動だ

ということです。町内会自治会などでは、順番

で役員となり活動している場合もあるかと思い

ますが、そうではありません。自発的なもので

あること、引き続き活動が継続されて社会的貢

献が見込まれるということ、一定の知識・技術

が必要とされ、それを確認する手段もきちんと

あるということ、そして最後に、市民の皆さん

がその活動にこのエールカードを導入すること

が望ましいと考えるていることなどがエール

カードを導入するための基本条件です。これは

公開プレゼンなどでご意見を頂きながら判断す

る部分ですが、こういったことをすべて満たす

場合に提案できるという形になっています。

　では、だれが提案できるのかというと、市民

活動団体をはじめ、法人格の有無は問わず、町

内会・自治会、企業、行政でもＯＫです。ただ

し、個人ではだめです。実はこの提案を公募し

たときに、いろいろな問い合わせをいただいて
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います。ただ、まだ実際にカードを持っている

人が１人もいないという現状の中で、「イメー

ジがわかない」というお問い合わせが非常にた

くさんありました。したがって、とにかく第１

回目はイメージがわくような活動に導入してい

こうということで、先ほどの協議会の皆さんが

試行錯誤をされ、８種類の活動が決まったとい

うことです。

６．審査のポイント

　この事業は、協議会と各団体（提案し実施す

る団体）との民民の協働で進めていくことにな

りますから、どのような団体か、エールカード

事業を継続して実施していけるのかどうかを確

認することがまず必要だということになってい

ます。

　審査は、書類審査と公開プレゼンテーション

審査です。ただ、いろいろな団体がある中で、

どのような活動をしているか分からない団体か

ら提案があった場合、どうやって判断するかと

いうことが、実は課題でもあります。審査のポ

イントの中で公益性・自発性の部分は非常に慎

重に審査をする必要があるということで進めて

います。

　この審査会には行政職員は１人も入っていま

せん。11名から成っていますが、７名が市民の

皆さん、４名は協議会役員ということで、全員

市民です。

　約束事としては、審査に当たっては過程を

オープンにし、公平性・透明性を高めるという

ことで、提案いただいた団体名と提案内容につ

いては必ず公開します。公開プレゼンの結果、

提案が採用されたあとには、団体から提出され

た書類等についても全部、情報公開の対象とす

るということでやっています。

７．検討の経緯

　ここからが今日の本題です。実は、このよう

なシステムが確立されるまでに非常に時間がか

かりました。横浜市ライセンス制度は、平成14

年のアントレプレナーシップ事業の第１期とし

て始まりましたが、すべてが初めての取り組み

で、ライセンスチーム９人で、簡単に言うと

「横浜市全体を統括できる横浜ライセンス制度

を０から考える」という話だったのです。その

ときに私は福祉の関係の仕事をやっていまして、

移送ボランティアにこのライセンスがあると非

常に好いのではないかと思い、手を挙げました

ら、どういう縁があったのか、最後まで関わる

ことになりまして今に至っているわけです。

　年表を見ていただくと分かるのですが、最初

は非常にタイトで、９人でチームが結成され、

横浜ライセンスを考えるということで行政内部

で検討が始まりました。Ｈ14の12月に始まり、

２月には市長に報告をせよというので、間に年

末年始もあってとても間に合わないと、この間

は連日検討を重ねました。

　その結果、事業化に至るまでには非常にいろ

いろなことがありました。９人のライセンス

チームは15年３月末で解散になりました。非常

にやる気で、みんな本当に一生懸命検討してい

た中で２人体制となり、自分はそのうちの１人

として残ったのですが、さらにその半年後の10

月には、自分１人が市民局という部署に異動し、

引き続き制度づくりを進めることとなりました。

　この横浜ライセンスは市民活動を充実させて

拡大していくための一つの施策だということで、

私は市民局という部署に人事異動で移ったので
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すが、まず「アントレとは何か」というところ

から説明をしなければいけないような状況だっ

たのです。そして、その時感じた率直な気持ち

としては「おまえが勝手に手を挙げたんだろう。

勝手にやれ」ということで、組織としての対応

は全くないに等しい半年間でした。これは、大

きなイベントを12月に控えていたということも

あるのですが。したがって、行政の内部で、元

のチームのメンバーと集まってちまちまと検討

はするものの、組織としての意思決定が全然で

きず、どうしようかという状態が続きました。

ところが急転直下、16年４月に市民協働推進事

業本部という部署が立ち上がってから、組織と

してこの制度に取り組んでいこうということに

なりました。ですから、実際に動き始めたのは

平成16年からということになります。

　16年７月に「協働推進の基本指針」を、事業

本部で策定しました。そもそも、なぜ協働を進

めるかということですが、ご存じのとおり、行

政というのはとかく広く、浅く、公平にサービ

スを提供することには非常に長けています。と

ころが、それぞれの地域のニーズに応じて、て

いねいにサービスを提供しようとなると限界が

あります。そこは、地域に住んでいるかたとの

協働によって、地域の課題を少しでも地域の

ニーズに即した形で解決できるよう進めていけ

るような環境づくりに取り組む部署が協働本部

ということもありまして、横浜ライセンスにつ

いての検討が本格化しました。

　ところが、このライセンス制度について市民

の皆さんに初めてお話をすると、大方が反対

だったのです。感覚からすると８割くらいで

しょうか。横浜ライセンス制度を検討していた

だける方を探すために、本当に営業といいます

か、地域の中に出て行きました。しかし「横浜

ライセンスがあると活動しやすくなるのではな

いでしょうか」という提案をするごとに、「そ

んなことはない。私たちは自由にやっているの

だ」「行政がなぜそんなものを作るのだ」とい

うことで、市民活動がしやすくなるどころかや

りにくくなる、市民活動に差別や区別を生んで

しまうという意見が非常にあって、これはもう

行政の発案としてはだめなのかなと思うことも

ありました。それでも、何人かに１人ぐらい、

「これはやりようによってはおもしろい」「欧

米などでは市民が互いに市民活動を認めている。

うまく運用すれば日本発のシステムとなる」な

どと言ってくださるかたもいたのです。欧米で

は、市民活動が社会的に認知されており、一つ

の位置が確立されています。それと比較すると、

日本はＮＰＯ法人という制度ができましたが、

とてもそこまで至っていないようです。そうし

て、ようやく７名の方に横浜ライセンス制度検

討委員会として、H16年７月から11月まで、定

期的な検討会を６回、それ以外にもワーク

ショップのような形で検討を重ねていただきま

した。毎回４～５時間ぐらい活発な議論が行わ

れました。

「市民活動とは何か」「ボランティアとは何

か」というそもそも論から始まり、このライセ

ンスをどのようにしていくと市民活動をしやす

くなるのかという根本的なところを、本当に時

間をかけて検討していただきました。

８．横浜ライセンス制度の望ましい在り方

　その結果が「『横浜ライセンス制度』の望ま

しいあり方について　概要版」（34ページ）と

なっていますのでご覧ください。
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　報告のあったポイントとしては、「このライ

センスは、市民活動を推奨して、普及・促進を

側面からバックアップするものとしようではな

いか」ということです。基本的な考え方は、意

欲ある横浜市民の力が一層発揮されて、市民一

人ひとりがお互いに持てる力を認め合いながら、

自らの力を十分生かせるように、そのために

使っていこうではないかということになったわ

けです。

　名称・用語については、実施に当たっては

「ライセンス」と「認定」という言葉が、「市

民活動を区別する」あるいは「行政が市民活動

に関与する」「官による選別」など、やろうと

していることの趣旨・目的とは異なるイメージ

を与えるため、表現を変えようということにな

りました。それで、先ほどのような愛称が決

まったという経緯があります。

　また、「認定」についても、市民活動は認定

しないとできないというようなことではありま

せんから、それはよくないということで、結局

「審査・決定」という表現となっています。

　また、対象となる活動は、市民から「この

カードがあるとよい」と思われるような分野・

活動を対象としようということです。このカー

ドがなければ活動ができないかのようにとらえ

られてしまうことのないよう、この辺を大切に

検討が進んできました。

　そういったことを踏まえて現在に至っていま

す。今年４月に市民活動推奨協議会が発足し、

この12月から実際にカードが交付されますので、

まだ今日の段階では取得している人はいません。

今、導入しようとしている各団体から対象とな

る人数が出てきているところで、最初は微々た

る数字だと思いますが、300人ぐらいの人が今

年度中に取得をしたいと手を挙げてきています。

（Ｈ18．３月末　199人が取得）

９．アントレと協働

　市民による検討の結果、何がどのように変

わったかという部分があります。そもそも行政

がアントレとして発案した提案内容を、市民の

皆さんが本当に力を入れて検討してくださいま

して、実は気がついたら協働となっていたので

す。よく協働が冠になってしまって「協働して

いるから偉い」とか「協働しているのだから、

言うことを聞いてもらいたい」と逆に変な要望

につながる場合もあるようですが、この事業に

ついてはそんなことは全くなく、「考えてみた

ら結局おれたち、協働しているのかな」という

ようなことです。ごらんのような協働のプロセ

スにおいてみたときに、最初の提案にはには参

画していないかもしれませんが、次の企画、事

業目的の共有のところ以降は、推奨協議会の皆

さんが主体に取り組んでいます。その結果、市

民活動をしやすくするという目的を変えること

なく、実施方法が変わったということなのです。

10．当初案と検討後の変化

　当初案から検討後、実施時はどう変わったの

かを比較すると、当初は、「市民活動を認定す

ることによって市民活動の推進や定着を図る」

というように、行政側としては大上段に構えて

いたものが、「市民活動を推奨し応援する」と

いうように非常に柔らかくなりました。こう

なってくるとライセンスではありません。ライ

センスというのは資格ですから、資格がなけれ

ばやってはいけないとか、やってもいいとか、

そういったイメージのものから変わっています。
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　当初は行政が提案した活動だけにライセンス

を導入していこうではないかということで、例

えば、横浜は今「Ｇ30」というごみ削減の取り

組みを市民と協働して実施していますが、それ

ぞれの町内会・自治会の中で活動をするかたや、

分別収集の指導など実際の活動を進めるという

ところにこの横浜ライセンスを取り入れようと

いうのが、当初のイメージだったのです。

　ところが、実施された形はそうではなく、市

民がお互いに認め合い、切磋琢磨して己を高め

ていこう、そのことによって一つひとつの活動

のレベルや質が上がって、市民活動の底上げに

つながり、活動が盛んになる。結果、それは場

合によっては協働の相手方にもなるかもしれな

いという形になりました。先ほどの同じアント

レで広告料収入に取り組んでいる齋藤さんの話

は、お金をどんどん集めるというある種劇薬的

な取り組みでしたが、こちらのほうはどちらか

というと漢方薬で、市民活動を通じて、じわじ

わとそれぞれの地域で行政の目の届かない部分

での担い手が増え育ってくるためのものだと

思っています。市長がよく言っている「公的

サービスは必要だけれども、行政がすべてやる

ものではない」という考え方からすれば、その

うちの大きな一つという形であると考えていま

す。

11．官の仕掛けから民民の協働へ

　推奨協議会の事務局の仕組みについては、

ちょっとわかりにくいのですが、図（Ｐ37）に

ありますとおり、横浜市市民活動支援センター

内にあります。この支援センターは、同セン

ター運営委員会という、こちらも民間団体が横

浜市からの業務委託により市民活動をいろいろ

な形で支援しているところです。当初アントレ

の提案では、この支援センターに横浜ライセン

ス制度を委託して実施する予定でしたが、推奨

協議会への助成事業となったため少し工夫をし

ました。というのは、このカード取得者の活動

情報などを有効に活用するなどにより事業の展

開を図るためためには、支援センター機能がど

うしても必要と考えたからです。

　具体的には、支援センターという行政財産＝

横浜市の執務室という位置付けの場所に任意の

民間団体の事務局を置くということです。その

ためには相当の理由が必要となるのですが、横

浜市からの「市民活動支援センター運営業務委

託に支障を与えない」という確認書を、横浜市

と支援センター運営委員会、推奨協議会の三者

で取り交わしたうえで、推奨協議会と支援セン

ターが民民の間として推奨協議会事務局業務委

託契約を締結し、支援センターがその事務局業

務をつかさどる職員を雇用しているという形に

なっています。（Ｐ33）

　実は市民活動支援センターも平成17年度から

市民運営となっており、民民の協働が始まった

ともいえます。その仕掛けを横浜市がやってい

るという形になっているわけです。

12．今後の課題

　今見えてきた大きな課題は、市民活動推奨協

議会という任意団体と、市民活動支援センター

運営委員会という市民組織の両方が、自主財源

をどうやって確保していくのかということです。

市民活動をされている団体ではどこでも課題に

なっているのですが、実は助成金に頼っている

状況があります。したがって助成金の情報を欲

している市民活動団体は多くあるのですが、ち
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がった方法、ファンド・レイジング（資金調

達）の必要性があるのではないかという話が出

ています。

　欧米ではあるようですが、例えば我々の事業

に賛同を頂けるような企業から協賛金を集めを

する専門家を推奨協議会が雇用して、例えば

300万の協賛を得られたらその10％の報酬など

とするなど、何か今までとは違った仕組みに取

り組むのも面白いという話が出てきています。

　また、横浜市では今年度から「よこはま夢

ファンド」という市の基金を立ち上げ、その基

金に入ってきたお金でＮＰＯ法人や市民活動を

支援するという事業をしているのですが、例え

ばこういった基金というお財布も活用したいな

どの話もでています。いずれにせよ、課題とし

て挙がっているのは、市民活動していくために

は財源が必要で、どのように確保するのかいう

ことです。

　それから、もう一つの課題としては、専門分

野への対応です。このエールカードを導入した

いと手を上げていただいた幾つかの団体の中に、

心理的な活動、いわゆるピアサポート（ピアカ

ウンセラー）の提案が二つあったのですが、そ

の提案内容に対して判断できなかったというこ

とがありました。専門分野へのエールカード導

入判断方法が、課題になっています。

　いずれにしても、14年度から取り組んでいた

アントレがここまでくる間には、行政マンとし

てとても大切な経験を積んできたと思っていま

す。そのときは、本当にもうどうしようもない

という部分がありましたが、今振り返ると、も

う１回ぐらいしてもいいかなという感じはして

います。

　いろいろ話が飛びましたが、私からのご報告

は終わらせていただきます。どうもありがとう

ございました（拍手）
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平成１７年度　事例研究「自治体現場の最前線に学ぶ」

�～横浜市アントレプレナーシップ制度から学ぶ～

「横浜ライセンス制度の創設と運用について」

　・事業概要説明

　・検討の経緯

　・協働による成果

　・当初案と比較すると！ 

横浜市市民協働推進事業本部　市民活動支援担当係長　飯田　常彦
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検討経緯

　本制度は、横浜市職員提案制度（平成14年度アントレプレナーシップ事業）による「横浜ライセ

ンス制度の創設」がきっかけとなり、事業化に向けて検討されてきたものであり、これまで、次の

ような経緯で検討されてきた。

参考資料

　内　　　　　　容　時　　期

横浜市職員によるアントレプレナーシップチーム（９人）による検討開始

市長への中間報告

行政内部での検討（チーム解散　２人体制、10月から１人体制）

平成14年12月

平成15年２月

　　　　４月～

市民協働推進事業本部　発足（２年間限定の市長直轄組織）　

「協働推進の基本指針」原案発表

「横浜ライセンス制度」が施策案として示された

平成16年４月

同指針に対するパブリックコメント実施

横浜ライセンス制度に対する意見12件　（全体の件数310件）

　　　　５月～

　パブリックコメント意見内容

・災害時のカウンセリングのように信頼度が強く求められる場合に重要

・必要性は認められるが、協働で考える場を設置するなど、慎重な検討を（２件）

・役所主導の横浜ライセンスには反対（４件）

・認定機関・ライセンスの対象がわかりにくい（２件）

・個人だけでなく、団体としての認定もあってよいのでは

・イメージ図がわかりにくい（２件）

「協働推進の基本指針」策定【当初案Ｐ．10参照】

協働推進の環境整備〈人材育成〉に「横浜ライセンス制度」が具体的施策の

一つとして位置付けられた

　　　　７月

７･15　第一回　横浜ライセンス制度検討委員会

　　　　　　　　（有識者と市民活動実践者による構成）

検討委員会による「横浜ライセンス制度原案」を８月に策定することとした。

８･16　第二回　横浜ライセンス制度検討委員会

　① 横浜ライセンス制度原案確定

②「同原案」をもとに、実際に活動している市民へのヒアリングと、市民

活動団体へのアンケート及び類似事業を調査することとした。（委託実施）

　③ ケーススタディによる検討　

８・31～９・３　ヒアリング調査実施

（市民活動実践者47人、福祉、環境、子育て支援・子供の健全育成、まち

づくり、生涯学習、ボランティアガイド）

　　　　７月15日

　　　　　～11月29日
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参考資料

9･13　第三回　横浜ライセンス制度検討委員会

　① 横浜ライセンス制度の仕組み、対象、条件、認定の方法等

　② ヒアリング調査結果報告

　③ 横浜ライセンスの性格・位置付けについて

　本制度は、市民活動を推奨するための仕組みとして、市民が本制度導

入を望ましいと考えている活動を対象とすることが確認された。　

　④ 横浜ライセンスの評価と運用について

⑤ 横浜ライセンス認定機関については、市民主体の組織とする方向が固

まった。

９･22～10･４　アンケート調査実施

（市民活動団体を対象　ヒアリング協力者の活動する61団体）

10･18　第四回　横浜ライセンス制度検討委員会

　① 横浜ライセンス認定組織のあり方について

②「提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について」（案）の提示

11･15　第五回　横浜ライセンス制度検討委員会

　「提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について」（案）の検討

11･29　第六回　横浜ライセンス制度検討委員会

　報告書「提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について」とりまとめ

市民協働進事業本部長へ報告

報告書を受けて、横浜市民活動推奨協議会設立発起人会が発足　　　　11月29日

横浜市　方針決裁　

・市民組織の横浜市民活動推奨協議会が事業を実施する

・協議会組織は、市民活動実践者、有識者、公募市民などにより構成する

・横浜市市民活動支援センター内に事務局を設置する

・横浜市は広報や資金面で支援する

平成17年１月

市民向け説明会（市民活動推奨協議会設立発起人会主催）

横浜市民活動推奨協議会役員の公募（21人応募→４人選考）

11名の役員が確定

　　　　２月

横浜市民活動推奨協議会発足式・市民向け説明会開催

横浜市から助成金交付（助成金交付要綱）
　　　　４月14日

横浜ライセンス市民活動推奨カードの愛称募集

横浜市民活動推奨協議会のロゴマークを募集

　　　　４月15日

　　　　　～５月13日

愛称が「よこはま市民活動エールカード」に決定

ロゴマーク決定
　　　　５月27日

第１回　市民向け事前説明会開催

エールカード導入提案募集

　　　　７月16日同日

　　　　　～９月２日
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実施形態

　事業実施にあたっては、横浜市が「横浜ライセンス市民活動推奨カード事業助成金交付要綱」に

基づき、横浜市民活動推奨協議会に助成金を交付する。同協議会は、自主財源の確保に努める。

　また、同協議会の事務局を横浜市民活動支援センター※内に置く。

【参考】平成17年度予算額7,600万円（助成金　7,205万円）

※平成12年10月設置、同年７月に施行された市民活動推進条例の理念のもと、市民活動を推進する

ため、情報・活動・人材育成の拠点として位置づけられている。

　平成17年度から、横浜市から横浜市民活動支援センター運営委員会（市民組織）へ同センター運

営事業を委託して実施している。（16年度までは、社団法人横浜ボランティア協会に委託）

参考資料

　内　　　　　　容　時　　期

第２回　市民向け事前説明会（提案書書き方説明会）　　　　８月22日

提案団体による公開プレゼンテーション・審査会開催　　　　９月22日

エールカードが８種類の活動に導入決定　　　　10月７日

エールカード交付開始予定　　　　12月
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提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について　概要版

　横浜ライセンス制度について、「横浜ライセンス制度基本的考え方」（平成16年５月：市民活動

推進委員会）「協働推進の基本指針」（平成16年７月策定）をもとに、市民活動を推奨し、普及・

促進を側面からバックアップする制度とするために、これまで６回にわたり、実際に活動している

市民や活動団体などからのヒアリング、アンケート調査による意見をふまえ検討した結果、次のよ

うな形で本制度を実施することが望ましいという結論に達したので報告します。

平成16年12月　横浜ライセンス制度検討委員会

基本的な考え方

　横浜は、技能や技術・知識を持ち、意欲と実行力のある人材が豊富なまちであり、市民が様々な

活動に参画し、生き甲斐を持ち、自主的・自立的に活動を進めていることは横浜の活力の源となっ

ています。

　私たち「横浜ライセンス制度検討委員会」は、この、意欲ある横浜市民の力がいっそう発揮され、

市民一人ひとりが、お互いの持てる力を認め合いながら、自らの力を十分活かせるように、この

「横浜ライセンス制度」の導入の必要性や留意点などについて６回にわたって検討をしてきました。

「横浜ライセンス制度」は、市民活動を推奨し、活動する市民の意欲・知識・技術を、公平かつ客

観的に広く社会に周知するための制度であるべきだと考えます。その効果としては、一人ひとりの

活動がさらに充実し、分野を越えた連携や活動の領域が広がり、市民活動団体やＮＰＯの活動が拡

大することなどが期待できます。

　市民一人ひとりが幸せになるために日常的に一生懸命活動している人や、自らの技術知識などを

活動に活かしている人などが、さらに活動を充実させていくための一つの手段として、「横浜ライ

センス制度」を身近に活用できる、そういった制度であることが望ましいと考えます。

「横浜ライセンス制度」についての総合的意見

横浜ライセンスの性格

　横浜ライセンスは、市民活動を市民が相互に認め合い広く周知し、活動に対する「意欲」と活動

に必要な技術・知識などを有することを市民主体の自立した第三者組織が裏付けることにより、市

民活動の充実と拡大を期待するものです。また、制度の趣旨に合う活動であれば、特に分野を問う

ものでありません。

参考資料
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名称・用語について

　実施にあたっては、「ライセンス」と「認定」という言葉が、「市民活動を区別してしまう」

「行政が市民活動に関与する」「官による選別」など、「横浜ライセンス制度」の趣旨・目的とは

異なるイメージを与えることから、次のように名称・用語を整理して実施することが望ましいと考

えます。

①　制度名については、「横浜ライセンス市民活動推奨制度」（以下「制度」という）とします。

②　市民に交付するカード名については、一目で本制度の趣旨がわかるよう、正式名称を「横浜

ライセンス市民活動推奨カード」（以下「推奨カード」という）とし、必要に応じて市民に親

しみのある愛称を用いることができるものとします。

③「認定組織」については「推奨組織」、「認定」については「審査・決定」とします。

以下、本文については、変更案の仮称名を用いて記載します。
� ����������������������������������������������������

対象となる活動について

　推奨カード取得が契機となり、次のような効果が期待できる活動を想定しています。

①　活動がしやすくなり、新たな活動への参加を促し、市民活動の裾野が広がることが期待でき

る活動

②　認知度が増すことなどにより、専門知識や技術がさらに活かされる活動

　なお、本制度導入について、市民から「この活動に推奨カードがあるとよい」と思われるような

分野・活動を対象とすることが必要です。

推奨組織について

　推奨組織は、制度の運用全般を担う組織として、市民主体の自立した組織「横浜市民活動推奨協

議会」（以下、「協議会」という）として行政から独立し、市民活動に対する明確な理念のもとに

市民活動を推奨し支援するための様々な事業展開も視野にいれて運営していくことが必要です。

　将来は、財政面においても、自立を指向する継続性のある組織として、行政ではなし得ない視点

で、継続して制度を広める工夫と努力を行うことが望ましいと考えます。

制度運用について

　推奨組織（協議会）が、制度導入の決定、個人への推奨カード交付の決定などの意思決定を行い、

制度全般の運用を担うことが必要です。また、制度の定着を図るため、横浜市は広報や資金助成な

ど責任をもってサポートしていくことが望ましいと考えます。

参考資料
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環境整備について

　推奨カード取得者が活動しやすい環境を整えることが大変重要です。取得した市民が活動しやす

くなることこそ、この制度の目標であることから、積極的PRによる本制度への理解を高めること

が必要です。

　さらに、推奨組織（協議会）や実施主体（９参照）と横浜市が、推奨カード取得者間のネット

ワークの構築、情報の発信などによる分野を越えた活動の連携などの「協働」による取り組みを推

進することが必要です。

評価・検証について

　よりよい制度としていくために、課題が生じた場合などは、柔軟かつ迅速に見直すことができる

よう、制度全体と個別推奨カードの両面について、第三者評価も含め、様々な方法により評価・検

証が必要です。

具体的に期待される成果

　推奨カード取得による、次のような具体的な成果が期待されることが望ましいと考えます。

①　保険などとの連動による安心感の向上、②規制緩和による活動範囲の拡大（例えば、公園で

禁止されている機械による除草を可能とする。）、③指定管理者制度導入時における市民活動

団体の参入（例えば、指定管理者を決定する際、市民活動団体に推奨カード取得者がいる点を

考慮できる。）等

 各項目の概要について

１　目的と特徴

　市民活動を推奨し、活動の普及、促進などにより活動の充実・拡大を図ることを目的とします。

市民活動に係る一定の意欲・知識・技術を市民が主体となって相互に認め合い、広く周知する制度

であること、市民主体の第三者組織が制度全般の運用を担うことなどが主な特徴です。

２　推奨カードの性格

　総合的意見「横浜ライセンスの性格」のとおり。

３　対象と効果

　一定の意欲・知識・技術が認められる活動で、①活動がしやすくなり、新たな活動への参加を促

すなど市民活動の裾野が広がることが期待できる活動　②認知度が増すことなどにより、専門知識

や技術がさらに活かされる活動などを対象とします。また、推奨カード導入の効果は、主に次のよ

参考資料
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うな点があげられます。

　・新しい活動が生まれる効果　（活動認知・発掘）

　・新たに活動に参加できる効果（活動者の増加、人材育成）

　・活動の信頼性と安心感が増す効果　　（活動の質の向上・拡大）

　・活動が広く周知される効果　（ＰＲ効果）

　・地域活動へ参加しやすくなる効果　（活動範囲の拡大）

　　等

４　手続き

　横浜ライセンス市民活動推奨制度導入の提案から、個人への推奨カード交付までの概略を記し

ます。

５　基本条件

　特定の市民活動に、制度を導入するにあたり必要な条件のことで、次の５条件とします。

　

参考資料

説　　　明条　　件

横浜市内で行われる公益的活動であること。① 非営利で公益性のある活動

個人の自発的な意思に基づき行われる活動であること。② 個人の自発的活動

引き続き活動が継続され、今後も社会的貢献性が見込まれる活動であ

ること。
③ 将来への継続した活動

活動のために一定の知識や技術が必要とされ、かつ、そのことを確認

する手段があること。
④ 具体的な知識・技術が有る

市民が、活動へ横浜ライセンス市民活動推奨制度による推奨カードの

導入が望ましいと考えていること。
⑤ 市民から要望がある
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６　取得条件

　制度を導入する実施主体（９参照）が、推奨カードを取得するために必要な経験、実績、研修、

試験等の内容を具体的に定めたものをいいます。

　実施主体は、それぞれの推奨カードの趣旨・目的に応じて、意欲・知識・技術などの取得条件を

確認し、条件を満たした場合、市民への推奨カード交付依頼を協議会（７参照）に対して行います。

７　横浜市民活動推奨協議会

　「横浜ライセンス市民活動推奨制度」の運用全般を担います。行政から独立した市民主体の第三

者組織で、透明性ある開かれた組織とします。

８　審査会

　協議会（７参照）が、実施主体（９参照）からの横浜ライセンス市民活動推奨制度導入提案に対

する審査、個人への推奨カード交付決定をする場。必要に応じて市民の声を聴く場を設けます。

９　実施主体

　横浜ライセンス市民活動推奨制度導入の提案、取得条件の設定と確認をする団体等のことで、特

定の活動をする実践団体、中間支援組織などのＮＰＯやある活動の分野を所管する横浜市各区局な

どです。

10　協議会事務局

　横浜市市民活動支援センターに設置することが考えられます。推奨カードの交付・更新などの手

続き、市民活動基礎研修実施、取得者情報の管理・運用、取得者のネットワーク構築や取得者情報

の人材バンク的な活用、ＰＲ、相談・問合わせ対応などを行います。

11　制度及び推奨カードの評価

　本制度の趣旨・目的にあった効果を得られない場合は、柔軟かつ迅速に見直すことが必要である

ことから制度及び個別の推奨カードについて定期的に評価、検証を行うこととします。

　自己評価、取得者間や利用者との相互評価、市民活動推進委員会などによる第三者評価など、い

くつかの評価方法を用いて、常に検証していくことが望まれます。

12　推奨カードの更新

　各推奨カードに有効期間を設け、期限前に更新手続を必要とします。更新時には、引き続き推奨

カードを保持するにふさわしいか確認することとします。更新を取り入れることにより、制度に対

参考資料
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しての評価・検証にもなると考えます。

13　制度の運用

　制度の運用にあたっては、広く市民に制度の周知を図ることが重要となります。推奨カード取得

者の活動情報や取得条件などを、ホームページなどを活用したネットワークによる情報交換の場を

設けるなど、さまざまな活動分野の連携などによる制度の定着を諮ることが望ましいと考えます。

　また、制度の趣旨を徹底するため、新規及び更新時には活動実績の確認を行うことが必要と考え

ます。

参考資料
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当初案　（「協働推進の基本指針」（平成16年7月策定）より抜粋）

　１　目的

横浜ライセンス制度は、ボランティアなど市民個人の自発的な活動に係る一定の意欲・知識・

技術を認定することにより、市民活動の推進や定着を図ることを目的とします。

　２　概要

ａ　横浜ライセンスの対象　

市民個人の自発的な活動に関わる一定の意欲・知識・技術を有するボランティアなどの公

益的活動のうち、非営利な活動とし、個人に対して発行します。

ｂ　効果

新たに活動を始める契機となったり、すでに活動している市民が、いっそう意欲とやりが

いを感じ、活動に対する安心感や信頼感が増すことにより活動しやすくなるなど、公益的活

動の領域（ボランティア活動の裾野）が広がります。

ｃ　発行までの流れ

行政ではない、第三者的な認定機関が、審査・認定した横浜ライセンスについて、市民か

らの申請により、取得条件の確認を行い発行します。

参考資料
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検討後（実施）

１　事業目的

横浜ライセンス市民活動推奨カード事業は、「横浜市民活動推奨協議会」（以下協議会とい

う。）が、横浜ライセンス市民活動推奨カード（愛称：よこはま市民活動エールカード）の交付

により市民活動を推奨し応援します。

市民活動がしやすくなり、活動分野を越えた連携や活動領域の広がり、地域活動への参加など、

活動がさらに充実し拡大することを目的としています。

２　よこはま市民活動エールカードについて　

・エールカードは、市民活動をする個人が取得できるカードです。

・市民活動への意欲と活動に必要な一定の技術・知識を、エールカードを導入した団体が確認

し、「協議会」が市民活動する個人に交付するものです。

３　エールカード交付までの流れ

参考資料
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横浜市民活動推奨協議会名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）

会長　　 山岸 
やまぎし

 紀美江 　（都筑中央公園自然体験施設管理運営委員会事務局長）
き み え

副会長　 齋藤 　
さいとう

 文人 　（横浜地域人材開発協会会長）
ふみひと

副会長　 丹 　　
たん

 直秀 　（財団法人さわやか福祉財団理事　地域協同推進プロジェクトリーダー）
なおひで

理事　　 大豆生田啓友 　（関東学院大学人間環境学部人間発達学科専任講師）
おおまめうだひろとも

理事　　 村橋 　
むらはし

 克彦 　（横浜市立大学国際総合科学部教授）
かつひこ

理事　　 嶋田 　
し ま だ

 昌子 　（ＮＰＯ法人横浜シティガイド協会会長）
ま さ こ

理事　　 永田 　
な が た

 和宏 　（港北ニュータウン緑の会会長）
かずひろ

理事　　 中村 　
なかむら

 尚志 　（ＮＰＯ法人チャーミングライフサポート協会理事長）
た か し

理事　　 山本 
やまもと

 浩一郎 　（ＮＰＯ法人シニアＳＯＨＯ横浜・神奈川代表理事）
こういちろう

監事　　 岡村 　
おかむら

 道夫 　（ＮＰＯ法人横浜移動サービス協議会理事長）
み ち お

監事　　 三竹 
み た け

 眞知子 　（青葉バリアフリーサポート２１（ＡＢＳ２１）代表）
ま ち こ
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